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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 (注１) 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

(注２) 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

(注３) 当社は関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。 

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

売上高 （千円） 34,095 163,543 887,029 2,697,704 5,881,096 

経常利益 

又は経常損失（△） 
（千円） △159,878 △276,825 33,979 833,681 2,020,374 

当期純利益 

又は当期純損失（△） 
（千円） △155,168 △277,115 33,449 695,492 1,142,564 

持分法を適用した 

場合の投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 275,000 349,000 499,000 499,000 1,196,975 

発行済株式総数 （株） 5,500 6,900 8,900 8,900 76,136 

純資産額 （千円） 93,747 △35,368 298,081 994,002 3,535,176 

総資産額 （千円） 104,802 163,914 480,144 1,596,395 5,469,195 

１株当たり純資産額 （円） 17,044.93 △5,125.83 33,492.25 111,685.69 46,432.38 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり 

中間配当額） 

（円） 
－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

1,500 

 (－) 

１株当たり当期純利益 

金額又は１株当たり 

当期純損失金額（△） 

（円） △33,000.48 △44,487.94 3,892.16 78,145.23 15,979.47 

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益金額 
（円） － － － － 14,885.13 

自己資本比率 （％） 89.5 △21.5 62.0 62.3 64.6 

自己資本利益率 （％） － － 25.5 107.7 50.5 

株価収益率 （倍） － － － － 29.4 

配当性向 （％） － － － － 9.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － 21,310 763,623 1,822,892 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － △32,136 △166,705 △238,465 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － 149,739 － 1,375,178 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
（千円） － － 185,862 782,780 3,742,385 

従業員数 （人） 21 44 52 81 114 



(注４) 第２期及び第３期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株

当たり当期純損失であるため、記載しておりません。第４期及び第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できませ

んので記載しておりません。 

(注５) 第２期及び第３期の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

 (注６) 第２期から第５期までの株価収益率については、当社株式は非上場であるため、記載しておりません。 

(注７) 第３期より、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定に当た

っては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

(注８) 上記期間中、第４期以降については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、みすず監査法人の監査を受けて

おります。なお、第２期及び第３期につきましては当該監査を受けておりません。 

(注９) 当社が従来から監査を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日付で、みすず監査法人へ名称を変更

しております。 

 (注10) 当社は、平成18年６月15日付で株式１株につき８株の株式分割を行っております。 

  



２【沿革】 

(注１) 「ＭＭＯＲＰＧ」とは「Massively Multiplayer Online Role Playing Game（多人数同時参加型のオンライン

ロールプレイングゲーム）」の略称であります。 

(注２) 「ベータサービス」とは、ゲーム運営検証のため、正式有料サービス前の一定期間無償で提供するサービスの

ことを指しております。 

(注３) カジュアルオンラインアクションゲーム「ミラクルサマナー キュイ」について、平成18年12月より会員数を限

定して行うクローズベータサービスを、平成19年１月よりベータサービスを開始しております。 

年月 事項 

平成13年４月 オンラインゲーム事業の運営を目的として株式会社ゲームオンを設立 

（本社 東京都渋谷区渋谷一丁目 資本金 ２億円） 

平成13年４月 Webサイト「Gpara.com」を運営するジーパラドットコム株式会社と事業提携 

平成13年９月 ジーパラドットコム株式会社より「Gpara.com」の営業権を譲受け 

平成13年10月 本格的インターネット囲碁対局ゲーム「JOYBADUK」のサービス開始 

平成13年11月 ｉ－アプリ用ネットワークゲーム「プッチうぉ～ず」のサービス開始 

平成14年７月 ｉ－モードサイト（含むｉ－アプリ）「萌ネコミミ学園」のサービス開始 

平成14年11月 ＭＭＯＲＰＧ(注１)「天上碑」のベータサービス(注２)開始 

平成15年３月 ＭＭＯＲＰＧ「天上碑」の正式有料サービス開始 

平成15年５月 ＭＭＯＲＰＧ「眠らない大陸クロノス」のベータサービス開始 

平成15年６月 ＭＭＯＲＰＧ「ミュー～奇蹟の大地～」のベータサービス開始 

平成15年８月 インターネットカフェへのサービス提供開始 

平成15年10月 ＭＭＯＲＰＧ「眠らない大陸クロノス」の正式有料サービス開始 

平成16年２月 ＭＭＯＲＰＧ「ミュー～奇蹟の大地～」の正式有料サービス開始 

平成16年３月 本社を東京都渋谷区恵比寿一丁目に移転 

平成17年１月 ＭＭＯＲＰＧ「レッドストーン」のベータサービス開始 

平成17年２月 ＭＭＯＲＰＧ「レッドストーン」の正式有料サービス開始 

平成17年11月 ＭＭＯＲＰＧ「シルクロードオンライン」のベータサービス開始 

平成17年12月 ＭＭＯＲＰＧ「シルクロードオンライン」の正式有料サービス開始 

平成18年12月 東京証券取引所マザーズに株式を上場 

 平成18年12月  本社を東京都渋谷区恵比寿一丁目内で移転  



３【事業の内容】 

当社は、ブロードバンド環境の普及に伴い、更なる成長を続けているインターネットビジネスの中で、有力なコン

テンツの一つであると考えられているオンラインゲームサービスを中心とした事業を展開しております。 

<オンラインゲーム運営部門> 

 オンラインゲーム運営部門では、日本におけるオンラインゲームの運営サービスを展開しております。 

 当社は、主に海外で開発・運営されているオンラインゲームタイトルの中から日本市場にマッチするタイトルを選

定し、当該タイトルのライセンサー（注１）と契約することにより、配信・運営等のライセンス供与を受けておりま

す。さらに当該タイトルについては、ローカライズ（注２）を行い、ベータサービスを経た上で正式有料サービスを

開始しております。 

 オンラインゲームは、ゲーム内でのイベントを適時開催したり、ゲームプログラムのバージョンアップを行うこと

ができ、またオンラインゲーム利用者（ユーザー）は、ゲーム内で他のユーザーとのコミュニティを形成すること等

により、従来のコンシューマーゲーム（注３）とは異なり、比較的長期に渡ってゲームを楽しむことができます。 

 オンラインゲーム運営部門では、当社オンラインゲームユーザーより継続的に利用料を徴収し、ライセンス使用の

対価として、契約に基づきライセンサーへロイヤリティ等を支払っております。なお、当事業年度末現在、当社が正

式有料サービスを行っているオンラインゲームタイトルは、以下のとおりであります。 

  (注１) 本書でいう「ライセンサー」とは、オンラインゲームの開発・運営等について、著作権・販売権等を所有し

ている各社の総称であります。 

  (注２) 本書でいう「ローカライズ」とは、海外で開発・運営されているオンラインゲームについて、当社が積み重

ねている独自のノウハウを活かして、日本市場向けに言語の翻訳をし、さらに開発元と共同で、日本のユー

ザーの趣向に合うように国や地域における文化の違い等に対する修正、加工及び改良を行う作業の総称であ

ります。 

  (注３) 本書でいう「コンシューマーゲーム」とは、インターネットを介さずに、家庭・個人向けに作られた専用ゲ

ーム機とゲームソフトを用いてプレイする従来のコンピューターゲームであります。 

  (注４) 「アイテム課金型」とは、月額利用料金は無料で、当該ゲーム内において使用できるアイテムの販売によっ

て料金を徴収する収益モデルであります。 

    (注５) 「月額課金＋アイテム課金複合型」とは、ゲームプレイに必要な月額利用料金に加え、当該ゲーム内におい

て使用できるアイテムの販売によって料金を徴収する収益モデルであります。 

オンラインゲームタイトル名 正式有料サービス開始日 収益モデル 

天上碑 平成15年３月14日 アイテム課金型(注４) 

眠らない大陸クロノス 平成15年10月27日 アイテム課金型 

ミュー～奇蹟の大地～ 平成16年２月27日 月額課金＋アイテム課金複合型(注５) 

レッドストーン 平成17年２月24日 アイテム課金型 

シルクロードオンライン 平成17年12月21日 アイテム課金型 



 また、当該部門の事業系統図は以下のとおりであります。 

［事業系統図］ 

（注１）その他の関係会社であります。 

（注２）当社のオンラインゲーム事業は、決済代行会社に決済の代行を委託しており、各ゲームタイトルの課金シ

ステムと決済代行会社の決済システムを繋ぐことにより、データの受け渡しを行っております。当社は、

決済を外部委託することによって事務作業を軽減しており、委託先には決済代行事務に対する手数料を支

払っております。 

<その他部門> 

 その他部門では、インターネットカフェ等へのソフトウェアライセンス許諾によるライセンス利用料の徴収、ゲー

ムポータルサイト「Gpara.com」の運営による広告料金等の徴収、携帯電話機向けコンテンツの企画・運営による利

用者からの利用料徴収を行っております。 



４【関係会社の状況】 

(注１) イー・サムスンジャパン株式会社は、有価証券届出書及び有価証券報告書を提出しておりません。 

(注２) サムスン電子株式会社は、韓国証券先物取引所、ロンドン証券取引所、ルクセンブルク証券取引所へ株式を公

開しております。 

(注３) 議決権の被所有割合の（ ）は、間接被所有割合を内数として示しております。 

  

５【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

 (注１) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含みます。）は、除いております。 

(注２) 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(注３) 従業員数が最近１年間において、33人増加しましたのは、主として業容拡大に伴う期中採用によるものであり

ます。 

(2) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

名称 住所 資本金 
主要な事業 
の内容 

議決権の 
被所有割合 
(％) 

関係内容 

（その他の関係会社） 

イー・サムスンジャパン

株式会社(注１) 

東京都渋谷区 10,000千円 

  

持株会社 26.9  役員の兼務あり 

（その他の関係会社） 

サムスン電子株式会社 

(注２) 

韓国京畿道 

水原市 
8,975.14億ウォン 

各種電子製

品・半導体

製品等の製

造販売事業 

26.9 

 （26.9） 

当社からロイヤリ

ティの支払あり 

  平成18年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

114 30.9 1.8 5,595,887 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当事業年度におけるわが国経済は、原油価格高騰の長期化による世界的な景気への影響が懸念されましたが、企

業収益の改善、個人消費及び設備投資の増加等が後押しとなり緩やかながら景気回復の兆候がみられるようになり

ました。こうした環境下、ＩＴ業界におきましては、ＡＤＳＬや光ファイバーに代表される高速・大容量データ通

信のためのインフラ整備が着実に普及し、それに伴いインターネット利用人口は拡大を続けております。当社とい

たしましても、オンラインゲーム事業を中心とした事業展開の一層の発展を遂げるべく努力を続け、当事業年度は

新たに１タイトルのクローズベータサービスを開始し、合計６タイトルの運営サービスを提供中であります。 

 また、平成18年12月には東京証券取引所マザーズ市場に新規上場を果たし、更なる成長のための基盤の強化を図

ってまいりました。 

  以上の結果、当事業年度の売上高は5,881,096千円（前年同期比118.0％増）、営業利益は2,060,419千円（前年

同期比147.1％増）、経常利益は2,020,374千円（前年同期比142.3％増）、当期純利益は1,142,564千円（前年同期

比64.3％増）となりました。 

  

なお、事業部門別の業績は以下のとおりであります。 

＜オンラインゲーム運営部門＞ 

  オンラインゲーム運営部門におきましては、「天上碑」「眠らない大陸クロノス」「ミュー～奇蹟の大地～」

「レッドストーン」「シルクロードオンライン」の５タイトルの正式有料サービスに加え、平成18年12月からは新

たに「ミラクルサマナー キュイ」のクローズベータサービスを開始し、当事業年度において当社の運営するオン

ラインゲームは全６タイトルとなりました。 

 また、平成18年３月から「眠らない大陸クロノス」の収益モデルを、既存の「月額課金型」(注)から「アイテム

課金型」へ、10月からは「天上碑」の収益モデルを、既存の「月額課金＋アイテム課金複合型」から「アイテム課

金型」へ転換した結果、順調に収益を伸ばしております。 

 この結果、オンラインゲーム運営部門の売上高は5,754,637千円（前年同期比124.7％増）となりました。 

 (注)「月額課金型」とは、ゲームプレイに対して毎月定額の利用料金を徴収する収益モデルであります。 

＜その他部門＞ 

 その他部門におきましては、インターネットカフェへのソフトウェアライセンス許諾並びにゲームポータルサイ

ト「Gpara.com」の運営を行っておりますが、主に「Gpara.com」における広告収入が減少したため、当事業部門の

売上高は126,458千円（前年同期比7.2％減）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は3,742,385千円（前年同期比

378.1％増）となりました。当事業年度におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであり

ます。 

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当事業年度において営業活動により獲得した資金は1,822,892千円（前年同期比138.7％増）となりました。主な

内訳として、税引前当期純利益は2,015,838千円であり、売上債権の増加411,077千円と法人税等の支払額236,783

千円による資金の減少があったものの、未払金の増加145,505千円と仕入債務の増加144,759千円等もあり、上記の

ような結果となっております。 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当事業年度において投資活動により支出した資金は238,465千円（前年同期比43.0％増）となりました。主な内

訳として、有形固定資産取得による支出が20,103千円であり、敷金の差入れによる支出が164,910千円でありま

す。これは、オフィス移転に伴う建物等の増加によるものであります。また無形固定資産の取得による支出は

53,105千円であり、これはソフトウェアのライセンス取得等によるものであります。 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞ 

 当事業年度において財務活動により獲得した資金は、1,375,178千円（前事業年度－千円）となりました。これ

は、株式の発行によるものであります。 



  当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

  (注１)自己資本比率＝自己資本／総資産 

  (注２)時価ベースの自己資本比率＝株式時価総額／総資産 

  (注３)当社には、有利子負債はありませんので、債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、記載して

おりません。 

  (注４)当社は、平成18年12月８日に株式を上場しており、平成17年12月期は非上場であるため、同期の時価ベースの

自己資本比率については記載しておりません。 

  平成17年12月期 平成18年12月期 

 自己資本比率（％） 62.3 64.6 

 時価ベースの自己資本比率（％） － 654.3 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

(2) 受注状況 

該当事項はありません。 

(3) 販売実績 

 当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

(注１) 最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであり

ます。なお、下記の２社は、オンラインゲームサービスの代金決済業務の委託先であり、各社に対する販売実

績は、当社が提供するオンラインゲームの利用者（ユーザー）に対する利用料等の総額であります。 

(注２) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 
第６期 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

前年同期比(％) 

オンラインゲーム運営部門（千円） 5,754,637 124.7 

その他部門（千円） 126,458 △7.2 

合計（千円） 5,881,096 118.0 

相手先 

第５期 
（自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日） 

第６期 
（自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日） 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

ＳＢＩベリトランス株式会社 2,179,238 80.8 4,868,871 82.8 

インターピア株式会社 280,655 10.4 850,705 14.5 



３【対処すべき課題】 

 経済情勢は今後も緩やかな回復が続くものと思われます。その中でインターネット市場はブロードバンドの急速な

普及等、インフラ整備がより一層進み、インターネット利用人口はさらに増加していくものと思われます。 

 このような状況下、当社といたしましてはオンラインゲーム運営事業を最重要の事業と位置付け、現在の５タイト

ルを機軸とし、新たなタイトルを投入することにより、更なる会員及び収益の増加に努めてまいります。さらに

「Gpara.com」をマーケティングツールとして、情報の収集と伝播に努め、オンラインゲーム業界のリーディングカ

ンパニーとなるべく、今後も環境の整備と事業の充実を図っていきたいと考えております。具体的な重要課題に対す

る取り組みは以下のとおりであります。 

(1) 事業認知度の向上 

 当社の主たる事業であるオンラインゲームの市場は、市場自体が黎明期であり、他のエンターテイメント市場と

比較しても認知度はまだ高くありません。このような状況に対し、当社は各種媒体を利用した各ゲームタイトルの

宣伝に加え、ゲームポータルサイト「Gpara.com」を活用し、オンラインゲームそのものの認知度を向上させ、未

だオンラインゲームに触れたことのない、潜在的な顧客層に対し、オンラインゲームに接する機会を作り出すとと

もに、当社タイトルへの積極的な誘導を図ってまいります。 

(2) ノウハウ蓄積による他社との差別化 

 光ファイバーやＡＤＳＬといったブロードバンドの普及にともない、オンラインゲーム市場は急速に拡大をし 

ており、今後も成長が持続するであろうと見込まれております。 

 このような状況下におきましては多数の新規参入業者が現れることが予想されます。しかし、オンラインゲー 

ムの運営は通常のコンシューマーゲームと異なり、運営やサポート、プロモーション等コンテンツ以外にも多くの

重要なキーファクターが存在しているサービス事業であり、これらのノウハウの有無が事業の成功を大きく左右す

ると考えられます。 

 当社は業界の中でも高いレベルのノウハウを蓄積しているものと認識しており、この優位性を活かして他社と 

の差別化を図り、更なる事業の拡大を目指しております。 

(3) 事業ポートフォリオの構築と発展 

 「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」にて触れておりますが、当社のビジネスモデルはライセンサーとの

ライセンス供与契約に基づき行われております。ライセンサー各社とは良好な関係を築いておりますが、万一の事

態により、ライセンス供与が停止する恐れがあります。このような事業を行っている関係上、１社あるいは１タイ

トルに頼ることは危険であり、安定した収益を上げていく上では複数社、複数タイトルへのリスク分散が必須であ

ります。当社では現在、それぞれ異なるライセンサーと契約を締結したタイトルを運営していくことで、バランス

の取れた事業ポートフォリオを構築し、リスク分散を図り、かつ異なるユーザー層を幅広く取り込むことで収益の

最大化を目指しております。今後につきましても新タイトルの獲得をはじめ、安定的なポートフォリオの構築と発

展を図ってまいります。 

(4) リスク管理体制の強化 

 当社では、平成18年７月27日に確認されたお客様情報の一部流出を厳重に受け止め、リスク情報を厳格に管理す

るための体制を構築しております。個人情報の管理につきましては、個人情報保護規程を定めて社員に周知し、ま

た、社内教育を定期的に行っております。さらに、組織や社内体制の見直し、コンピューターシステム上のセキュ

リティ強化対策はもちろんのこと、個人情報にアクセスできる人員を最小限にとどめる等の施策により、リスク管

理体制の強化を図っております。今後につきましても、コーポレート・ガバナンス強化をはじめ、継続的に管理体

制及びセキュリティ体制を見直し、体制強化を図ってまいります。 



４【事業等のリスク】 

 当社の経営成績、財政状態及び株価等、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスク要因を次のとおり

記載しております。また、当社として必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資判断上、ある

いは当社の事業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から

記載しております。 

 なお、当社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、その発生の予防及び発生時の対応に努力する方針であ

りますが、当社の経営状況、将来の事業についての判断及び当社の株式に関する投資判断は、以下の記載事項及び本

報告書中の本項以外の記載も併せて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。また、以下の事項

は当社株式への投資に関するリスクのすべてを網羅するものではありません。 

 本項においては、将来に関する事項が一部含まれておりますが、当該事項は当事業年度末現在において判断したも

のであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。 

1 事業戦略に関するリスク 

(1) 会員数獲得について 

 当事業年度末現在、当社が正式有料サービスを行っているオンラインゲームは全てＭＭＯＲＰＧと呼ばれるジャ

ンルのゲームであり、そのゲーム性や、参加者同士がゲーム内で「チャット」と呼ばれる会話が行えるなど、コミ

ュニティツールとしても楽しむことができるという特徴を有しております。 

 当社は運営する各タイトルの人気を維持、向上させるため、イベントの開催や各種宣伝広告、ゲームプログラム

のバージョンアップによるキャラクターやマップ、イベントの追加等を行っております。しかしながら当社の計画

どおりに会員数の増加等が見込めない場合、当社の業績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

(2) 新規タイトル獲得について 

 当社は当事業年度末現在において計５タイトルのオンラインゲームの正式有料サービスを展開しており、さらに

１タイトルのオンラインゲームに関して正式有料サービスに向けた準備を進めております。今後につきましても幅

広いユーザー層を取り込み、事業拡大及び業績の安定化を図るために、更なる運営タイトルの拡充を目指す方針で

あります。 

 当社は新規タイトルの獲得に関しては事前の調査を含め慎重なリスク管理を行っておりますが、市場にある優良

タイトルが限られる中での獲得競争及びそれに伴う契約金の上昇等により、タイトル獲得が予定どおりに進まない

可能性があります。またタイトル獲得後のゲームプログラム開発や会員登録が計画どおりに進まない場合、当社の

業績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

(3) 債権回収について 

 当社のオンラインゲーム運営事業は、主にＳＢＩベリトランス株式会社に決済の代行を委託しており、各ゲーム

タイトルの課金システムと決済代行会社の決済システムを繋ぐことにより、データの受け渡しを行っております。

当社は、決済を外部委託することによって事務作業を軽減しており、委託先には決済代行事務に対する手数料を支

払っております。 

 当社では、社内の課金システムデータと決済代行会社からの報告等を確認した上で手数料を支払っております

が、何らかの原因により報告内容に誤りがあった場合、インターネット上のデータ管理に問題が発生した場合、決

済代行会社が経営不振に陥った場合、その他不測の事態が起こった場合には回収不能債権が発生し、当社の業績及

び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

(4) 初期投資の回収について 

 当社は、ライセンサーと契約を締結し、ライセンス許諾を受けることで日本国内におけるオンラインゲーム運営

事業を営んでおります。こういった事業の特性上、ライセンス取得時にその対価を支払うケースがほとんどであ

り、先行投資としての資金が必要となります。 

 投資回収は、ゲーム運営がベータサービスを終了し、正式有料サービスとなった時点から始まります。そのた

め、売上が予定どおりに増加しない場合、またはなんらかの理由により正式有料サービスが開始できない場合等に

は、投資回収を終えるまでの期間が長期化することとなり、当社の業績及び今後の事業展開に影響を与える可能性

があります。 



(5) インターネットカフェビジネスについて 

 当社は、インターネットカフェ等へのソフトウェアライセンス許諾について、販売代理店を通じて営業活動を行

っております。しかしながら、販売代理店が競合他社及び競合タイトルを優先的に扱うことも考えられ、そのよう

な場合には、当社の業績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

  

(6）オリジナルタイトルの共同開発について 

 当社は更なる事業拡大のため、新規タイトルの獲得とともに、オリジナルタイトルの共同開発を行っておりま

す。しかしながらオリジナルタイトルの共同開発が計画どおりに進まない場合、またはオリジナルタイトルが完成

し、サービスを開始したものの、予定どおりに会員の獲得ができない場合等には、当社の業績及び今後の事業展開

に影響を与える可能性があります。 

(7）特定タイトルへの依存について 

 当社は、当事業年度末現在において、主力タイトル「レッドストーン」を初めとした５つのオンラインゲームの

正式有料サービスを行っております。当事業年度の売上高に占める「レッドストーン」の割合は、55.3％となって

おり、当社の業績は当該タイトルへ依存しております。当社は、サムスン電子株式会社及び株式会社Ｌ＆Ｋ 

LogicKoreaとオンラインゲーム共同事業契約を締結し、「レッドストーン」の日本国内での運営配信権の付与を受

けておりますが、当該契約内容に重要な変更が生じた場合や契約の解除もしくは契約の更新がされず期間が満了し

た場合には、当社の業績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

2 ライセンサーに関するリスク 

(1) ライセンス契約について 

 当社のオンラインゲームは「第２ 事業の状況 ５ 経営上の重要な契約等」に記載してあるとおり、各ライセ

ンサーより、日本国内におけるゲーム運営等に関してライセンス許諾を得て運営しております。ライセンサーと当

社の関係は良好であり、契約期間満了後も継続してライセンス許諾を得ることを予定しております。 

 しかしながらライセンサーからの契約内容の変更、更新の拒絶、あるいはライセンサーの経営不振、開発人員の

流出等により、現在当社が提供しております各オンラインゲームの運営が継続できなくなった場合には、当社の業

績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

(2) オンラインゲーム開発について 

 当社は、ゲームプログラムを含めたリソースについて日本版ローカライズ等の開発・変更を、開発元に依頼して

おります。通常は各開発元と連絡及びスケジュール管理を密にしながら開発を進めておりますが、開発自体は開発

元へ依存せざるを得ない状況の中、予定どおりに開発が進まない場合も想定されます。このような場合には、作業

の進捗が当社の業績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

3 事業環境に関するリスク 

(1) オンラインゲーム市場について 

 オンラインゲーム市場は未だ黎明期でありますが、ブロードバンドの更なる普及によりインフラ整備がより一層

進み、動作環境の高度化、配信されるコンテンツの一層の多様化等を背景とし、オンラインゲームが有力なコンテ

ンツとして注目を集め、需要が喚起されることが期待されます。しかしながら、日本のオンラインゲーム市場は未

成熟であり、今後の市場動向について不透明な点は否めなく、予測どおりに市場規模が成長しない場合、また、今

後オンラインゲーム市場に対して、現段階では予測し得ない法的規制が新たに整備された場合等には、当社の業績

及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 



(2) 競合及び新規参入について 

 オンラインゲーム事業は、その市場が急速に拡大しているものと思われます。そのため、既存のコンシューマー

ゲームメーカーやオンラインゲーム先進国である韓国をはじめ、諸外国からの日本市場への新規参入が相次いでお

り、競合会社が多数存在している状況であります。 

 オンラインゲームはその特性として、コンテンツを中心としたユーザー同士のコミュニティが形成される場合が

多く、コミュニティとのつながりが強いほどコンテンツへの参加継続性も強いと考えられます。このため、いかに

してユーザーを確保し続けるかがポイントであり、市場参入時期が早いほどユーザーの獲得が行いやすいという先

行者メリットがあると考えられます。 

 またオンラインゲーム事業は、コンシューマーゲームの販売と異なり、サービス能力が大きく問われる事業であ

ります。ゲーム内のユーザーサポート、コミュニティの運営能力やプログラムのアップデート、サーバ運営、プロ

モーション等、様々なサービスで競合他社との運営能力に差が出てくる可能性があります。こういった運営能力は

様々な経験を積み、ノウハウを蓄積することで向上するものと考えられ、サービス面においても先行者のメリット

が大きいものと思われます。 

 このような状況の中で、当社は、新規タイトルの獲得による幅広いユーザー層の取り込みと、更なる運営ノウハ

ウの蓄積により、ユーザー数の維持、向上を目指し、競合他社との差別化を図っていく方針であります。しかしな

がら、当社が先行者メリットによるユーザー数の維持、新たなタイトルの獲得及びサービス提供ができない場合に

は、当社の業績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

(3) オンラインゲームにおける不正行為について 

 オンラインゲームの運営におきましては、一部ユーザー及び第三者によるゲーム内通貨、アイテム及びアカウン

ト等の不正な方法での入手、利用及び譲渡等の不正行為が発生しており、業界全体の課題となっております。当社

といたしましては、このような不正行為は意図するところではなく、利用規約での禁止を始め、セキュリティシス

テムの導入、ユーザーへの啓蒙、違反者への厳正な措置等の対策を行っております。しかしながら、不正行為の種

類は多種多様であり、これらの対策は必ずしも万全ではなく、上記のような不正行為が当社運営のオンラインゲー

ムへの評判及び当社の業績に影響を与える可能性があります。 

(4) 技術革新について 

 インターネット関連分野においては、日々新しい技術の開発が進められております。オンラインゲーム事業にお

きましても、ネットワーク技術をはじめとする様々な専門技術に密接に関連しながら運営を行っており、著しいス

ピードで進化するこれらの技術に積極的に対応をしております。しかしながら、今後においてもタイムリーに新技

術を導入できる保証はなく、これらへの対応が遅れた場合、当社の有する技術の陳腐化等が発生し、当社の業績及

び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

(5) システムトラブルについて 

 当社は、オンラインゲームの運営に際し、サーバを利用してサービス提供を行っております。運用に際しては安

全性を重視したネットワーク及びセキュリティシステムを構築し、24時間のサーバ監視をはじめ、セキュリティ対

策ソフト及びシステムの積極的な導入を続けております。しかしながら、地震等の自然災害、火災、電力供給の停

止、コンピュータウィルス、通信トラブル、第三者による不正行為、サーバへの過剰負荷等、あらゆる原因により

サーバ及びシステムが正常に稼動できなくなった場合、当社の営業が停止する可能性があります。このような状況

が発生した場合、当社サービスへの信頼低下、損害賠償請求等により、当社の業績及び今後の事業展開に影響を与

える可能性があります。 



(6) 知的財産権について 

 当社は、第三者の保有する知的財産権のライセンスを受けて事業展開を行っているため、第三者の知的財産権を

侵害しないように特に留意しております。 

 当社では、ライセンス取得の検討段階において様々な調査を行うとともに、ライセンサーとの契約において、第

三者の権利侵害を為していない旨の保証と責任を条項に組み込むことで、当社の事業運営が安全に行われるよう留

意しており、当事業年度末現在、当社において知的財産権に関する係争は発生しておりません。 

 しかしながら、特許権等の知的財産権が当社の事業にどのように適用されるかを全て正確に想定し、調査するこ

とは困難であり、万一当社が第三者の知的財産権を侵害した場合には、当該第三者より損害賠償請求及び使用差し

止め等の訴えを起こされる可能性、並びに当該知的財産権に関する対価の支払い等が発生する可能性があります。

このような場合には、当社の業績及び今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 

(7) 個人情報の管理について 

 当社は、個人を顧客とするＢtoＣモデルの事業を展開しており、そのために取得、管理する個人情報も相当数に

上ります。これらの個人情報は当社サーバ内に格納され、可能な限りセキュリティ体制に注意を払い、管理を行な

っております。 

 今後につきましても継続的にセキュリティ強化対策を行い、個人情報が流出しないよう細心の注意を払ってまい

りますが、個人情報等の流出が発覚した場合には、当社への損害賠償請求や信用の低下、会員の退会等により、当

社の業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

  当社では平成18年７月27日に個人情報の一部流出が発生いたしましたが、詳細は以下の通りであります。 

  当社が運営するゲームポータルサイト「Gpara.com」から配信する会員登録完了メールの配信プログラム不具合

により、平成18年７月10日から７月15日の間に当社オンラインゲームの会員登録を行い、その際同時に

「Gpara.com」の会員登録を希望したお客様に対し、本来記載されるお客様本人のメールアドレス及びログインパ

スワードに加え、他のお客様のメールアドレス及びログインパスワードが記載され配信されました。なお、本件の

原因となったプログラム不具合の修正は既に完了しております。 

 当社では本件を鑑みて、社内体制面でのセキュリティ強化対策を実施いたしました。具体的には、従来オンライ

ン事業本部の下に位置付けられていたシステムグループ及びネットワークグループを新たにシステム管理本部とし

て独立させ、全社のシステム関連業務への責任及び権限を明確化いたしました。またプログラムの品質管理等を行

なうＱＡグループを新設するなどの施策により、チェック体制を強化することで安全性をさらに高めております。

 当社といたしましては、引き続きセキュリティ強化を図り、再発防止に取り組んでまいります。また当事業年度

末現在、本件に関する被害の拡大は確認されておらず、業績への影響は軽微であると考えております。  

 しかしながら将来的に本件を理由とした損害賠償請求や急激な会員の退会等が発生した場合、当社の業績及び財

政状態に影響を与える可能性があります。 

4 事業体制に関するリスク 

(1) 業歴が浅いことについて 

 当社は平成13年４月に設立され、ゲームタイトルの選定や運営準備期間を経て、平成14年11月に当社初のパソコ

ン用オンラインゲーム「天上碑」のベータサービスを開始いたしました。その後平成15年３月には正式有料サービ

スへの切り替えに成功し、以後平成15年10月に「眠らない大陸クロノス」、平成16年２月に「ミュー～奇蹟の大地

～」、平成17年２月に「レッドストーン」、平成17年12月に「シルクロードオンライン」と計５タイトルの正式有

料サービスを実施しております。しかし当社は設立して約６年しか経過しておらず、そのため過去のデータにおい

ても十分でなく、期間比較や分析を行うことが極めて困難な状況にあります。 

 またオンラインゲーム市場はまだ新しい市場であり、今後の市場の成長性や将来性が当社の業績に影響を与える

可能性があります。 

(2) 人材の確保と育成について 

 当社が今後、事業の拡大及び多様化を図り、成長していくためには、優秀な人材を確保、育成していくことが必

要であると考えております。特に主力事業でありますオンラインゲーム運営事業につきましては、その市場自体が

黎明期でもあり、オンラインゲームに携わったことのある経験者が比較的少ないため、優秀な人材の確保及び育成

は当社の重要課題のひとつであります。 

 このような状況の中、当社は優秀な人材を獲得、育成するために今後も努力を続けていく所存でありますが、適

切な人材確保及び人員配置が予定どおり進まなかった場合、また人材の流出が発生した場合には、当社の業績及び

今後の事業展開に影響を与える可能性があります。 



5 大株主との関係 

(1）サムスングループの影響について 

  当事業年度末現在、イー・サムスンジャパン株式会社は当社の発行済株式総数の26.9％を所有する筆頭株主であ

ります。同社は、各種電子製品・半導体製品等の製造販売事業を営んでいるサムスン電子株式会社を中核とした企

業グループによって設立されたイー・サムスンインターナショナル株式会社の日本法人子会社であります。同社

は、ＩＴ関連企業への投資を目的とした会社であり、平成13年４月に、オンラインゲーム運営事業を目的として当

社を設立致しました。サムスングループは同社を通じて当社へ投資している関係にあります。  

 同社は筆頭株主として権利を有することにより、株主総会等を通じて当社へ影響を及ぼしうる立場にあります

が、当社は、自ら経営責任を負い、独立して事業経営を行っております。 

(2) サムスングループとの取引関係について 

 「天上碑」「レッドストーン」の２タイトルについては、各開発元・サムスン電子株式会社及び当社の間で、オ

ンラインゲームタイトル導入に関しての３社間契約を締結しております。この契約に基づき、当該２タイトルのロ

イヤリティを、海外販売権を所持するサムスン電子株式会社に支払っており、平成18年12月期の計上金額は、

834,183千円であります。 

(3) サムスングループとの人的関係について 

  当事業年度末現在において当社取締役である洪碩振は、イー・サムスンジャパン株式会社の取締役を兼務してお

り、さらにサムスンＳＤＳ株式会社の戦略マーケティング室事業開発グループ長であります。サムスンＳＤＳ株式

会社はサムスン電子株式会社を筆頭株主とするシステム・インテグレート事業を行っている会社であり、また、イ

ー・サムスンインターナショナル株式会社の大株主であります。洪碩振は総合的な助言を得るため当社が招聘した

ものであります。 

   (注)洪碩振は、平成19年３月27日付で取締役を退任する予定であります。 

  

6 資本政策に関するリスク 

(1) ストック・オプションについて 

 当社は、役員及び従業員へのインセンティブを目的として、新株予約権（以下「ストック・オプション」とい

う。）を付与しております。当事業年度末現在、ストック・オプションの未行使株数は3,752株であり、発行済株

式総数76,136株の4.9%に相当します。 

 今後も人材確保等を目的としてストック・オプションを積極的に付与していくことを検討しており、これらのス

トック・オプションが行使された場合には、保有株式の価値が希薄化する可能性があります。なお当該ストック・

オプションの詳細については「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 (2) 新株予約権等の状況」をご参照下

さい。 

(2) ベンチャーキャピタル等による株式所有について 

 当事業年度末現在における当社の発行済株式総数は、76,136株であります。このうち当社株式の上場以前に当社

へ出資を行ったベンチャーキャピタル及びベンチャーキャピタルが組成した投資事業組合（以下「ＶＣ等」とい

う。）が現在所有している株式数は18,176株であり、その所有割合は23.9%であります。 

 一般的にＶＣ等による株式の所有目的は、株式上場後に株式を売却してキャピタルゲインを得ることにあるた

め、ＶＣ等が所有する株式の全部又は一部を売却することが想定されます。その場合、短期的に株式売買の需給バ

ランスに変動を生じる可能性があり、当社株式の市場価格が低下する可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

当事業年度末現在における経営上の重要な契約等は次のとおりであります。 

(1) ゲームライセンス契約 

  (2) ゲーム共同開発契約 

(3) 設備利用及びインターネット接続サービス 

   (注)平成18年５月29日付で、株式会社ＩＲＩコミュニケーションズより株式会社ブロードバンドセキュリティに社名を変更しております。 

  

(4) 業務提携に係る契約 

(5) 業務委託に係る契約 

会社名 国名 契約の名称 契約内容 契約期間 

株式会社Ｈｉ－ＷＩＮ 

サムスン電子株式会社 

韓国 共同事業契約書 
オンラインゲーム「天上碑」の

日本国内での運営配信権の付与 

自：平成14年７月１日 

至：平成19年６月30日 

（以降２年毎の自動継続） 

株式会社リザード 

 インタラクティブ 
韓国 共同事業契約書 

オンラインゲーム「クロノス」

の日本国内での運営配信権の付

与 

自：平成15年２月１日 

至：平成20年１月31日 

（以降２年毎の自動継続） 

株式会社ウェブゼン 韓国 ライセンス契約 
オンラインゲーム「ミュー」の

日本国内での運営配信権の付与 

サービスの有料化開始後２年間 

（以降２年毎の自動継続） 

株式会社 

Ｌ＆Ｋ LogicKorea 

サムスン電子株式会社 

韓国 
オンラインゲーム 

共同事業契約書 

オンラインゲーム「赤い宝石」

（レッドストーン）の日本国内

での運営配信権の付与 

自：平成16年11月18日 

至：平成21年11月17日 

（以降２年毎の自動継続） 

株式会社Ｊｏｙｍａｘ 韓国 
SiLKROADオンライン独

占ライセンス契約書 

オンラインゲーム「SiLKROAD」

の日本国内での運営配信権、販

売権の付与 

自：平成17年８月１日 

至：平成20年７月31日 

（以降２年毎の自動継続） 

株式会社Windysoft 韓国 独占ライセンス契約書 

オンラインゲーム「CUI」の日本

国内での運営配信権、販売権の

付与 

自：平成18年９月29日 

至：平成23年９月28日 

（以降２年毎の自動継続） 

会社名 国名 契約の名称 契約内容 契約期間 

株式会社Ｈｉ－ＷＩＮ 韓国 
プロジェクト投資契約

書 

新規オンラインゲームタイトル

の共同開発並びに日本国内での

運営配信権の獲得 

  

自：平成18年10月16日 

  

会社名 国名 契約の名称 契約内容 契約期間 

株式会社 

ブロードバンドセキュリティ 

(注) 

日本 
情報システム 

運用サービス契約書 

当社サービスを提供するための

ＩＤＣ設備利用、回線接続サー

ビス（ＫＤＤＩ渋谷データセン

ター） 

自：平成17年11月１日 

至：平成20年10月31日 

（以降１年毎の自動継続） 

会社名 国名 契約の名称 契約内容 契約期間 

株式会社すみや 日本 
ジーパラストア 

業務提携契約書 

当社の運営するWEBサイト 

「Gpara.com」上の、インター

ネット通信販売「ジーパラスト

ア」の共同運営 

自：平成13年11月１日 

至：平成14年10月31日 

（以降１年毎の自動継続） 

会社名 国名 契約の名称 契約内容 契約期間 

ＳＢＩベリトランス 

株式会社 
日本 業務委託契約書 

オンラインゲームの有料配信サ

ービスにおける決済業務委託契

約 

自：平成15年９月１日 

至：平成16年８月31日 

（以降１年毎の自動継続） 



(6) 販売店契約 

  

６【研究開発活動】 

当事業年度において、当社は、「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク １ 事業戦略に関するリスク (6) オ

リジナルタイトルの共同開発について」及び「第２ 事業の状況 ５ 経営上の重要な契約等 (2) ゲーム共同開発

契約」に記載しているとおり、さらなるオンラインゲームタイトル拡充のために、オリジナルタイトルの共同開発に

着手しております。具体的には、平成18年10月16日に、当社運営タイトル「天上碑」の開発元である株式会社Ｈｉ－

ＷＩＮと、新規オンラインゲームタイトルの共同開発に係る契約を締結致しました。 

これにかかる、当事業年度における当社研究開発費の総額は、2,864千円であります。 

会社名 国名 契約の名称 契約内容 契約期間 

インターピア株式会社 日本 販売店契約書 

オンラインゲーム（「クロノ

ス」「ミュー」「天上碑」）の

プログラム使用権の販売契約 

自：平成15年11月１日 

至：平成15年12月31日 

（以降２月毎の自動継続） 

株式会社テクノブラッド 日本 販売店契約書 

オンラインゲーム（「クロノ

ス」「ミュー」「天上碑」）の

プログラム使用権の販売契約 

自：平成15年８月１日 

至：平成16年７月31日 

（以降１年毎の自動継続） 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

本項に記載した予想、予測、見込み、見通し、方針、予定等の将来に関する事項は、当事業年度末現在において判

断したものであり、将来に関する事項には不確実性が内在しており、将来生じる実際の結果とは大きく異なる可能性

があります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されております。この財

務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については、「第５ 経理の状況 財務諸表等 (1) 財務諸表 重

要な会計方針」に記載のとおりであります。なお、この財務諸表の作成にあたっては、経営者が過去の実績や取引

状況を勘案し、会計基準の範囲内かつ合理的と考えられる見積り及び判断を行っている部分があり、この結果は資

産・負債、収益・費用の数値に反映されております。これらの見積りについては、継続して評価し、必要に応じて

見直しを行っておりますが、見積りに不確実性が伴うため、実際の結果はこれらの見積りと異なる場合がありま

す。 

(2) 経営成績に重要な影響を与える要因 

 「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。 

(3) 経営成績の分析 

（売上高の状況） 

当事業年度の売上高は、5,881,096千円（前年同期比118.0％増）となりました。 

このうち、オンラインゲーム運営部門における売上高は、5,754,637千円（前年同期比124.7％増）となりまし

た。当事業年度の３月から「眠らない大陸クロノス」の収益モデルを、既存の「月額課金型」から「アイテム課金

型」へ、10月からは「天上碑」の収益モデルを、既存の「月額課金＋アイテム課金複合型」から「アイテム課金

型」へ転換した結果、好調に推移したことにより、当部門の売上高が増加しております。 

その他部門における売上高は、126,458千円（前年同期比7.2％減）となりました。その内訳といたしまして、イ

ンターネットカフェへのソフトウェアライセンス許諾による売上高は77,288千円（前年同期比13.7％増）となりま

したが、ゲームポータルサイト「Gpara.com」は広告収入が減少したため、売上高は49,170千円（前年同期比

28.0％減）となっております。 

  

（利益の状況） 

売上原価は、1,414,718千円（前年同期比117.5％増）となりました。 

このうち、オンラインゲーム運営部門における売上原価は、1,400,456千円（前年同期比120.9％増）となりまし

た。これは、オンラインゲーム運営部門における課金収入が増加したことに伴い、ロイヤリティ等の変動費が増加

したことが主な要因となっております。 

その他部門における売上原価は、14,262千円（前年同期比12.7％減）となりました。これは「Gpara.com」の外

注制作費が前事業年度に比べ低減した事が要因であります。 

販売費及び一般管理費につきましては、オンラインゲーム運営部門を中心に業績が拡大したことを受け、支払手

数料の増加、また人員の増強を図ったことによる人件費の増加、積極的な広告宣伝活動による広告宣伝費の増加等

を要因として、2,405,957千円（前年同期比98.2％増）となりましたが、売上高の増加により、営業利益は、

2,060,419千円（前年同期比147.1％増）となりました。 

営業外収益として、受取利息143千円、販売支援料14,749千円及びその他867千円を計上したこと、また営業外費

用として、株式交付費20,771千円及び株式上場費用35,032千円を計上したことにより、経常利益は2,020,374千円

（前年同期比142.3％増）となりました。 

また、税金費用を873,274千円（前年同期比531.9％増）計上したことにより、当期純利益は1,142,564千円（前

年同期比64.3％増）となりました。 



(4) 財政状態の分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

流動資産は、4,924,749千円（前年同期末比254.4％増）となりました。これは株式上場による資金調達及び

営業活動全般が好調に推移していることに伴い、当座資産が増加したことが主な要因であります。 

（固定資産） 

固定資産は、544,445千円（前年同期末比163.0％増）となりました。これはオフィス移転に伴う建物等の増

加、及び、敷金の差入れが主な要因であります。 

（流動負債） 

流動負債は、1,933,972千円（前年同期末比221.0％増）となりました。これは営業活動全般が好調に推移し

ていることに伴う仕入債務の増加と、未払法人税等の増加が主な要因であります。 

（純資産） 

純資産は、3,535,176千円（前年同期末比255.7％増）となりました。これは営業活動全般が好調に推移し、

利益剰余金が計上されたことが主な要因であります。 

この結果、当事業年度末の総資産は、5,469,195千円（前年同期末比242.6％増）となりました。 

②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、3,742,385千円（前年同期

比378.1％増）となりました。 

営業活動の結果獲得した資金は、1,822,892千円（前年同期比138.7％増）、投資活動の結果支出した資金は、

238,465千円（前年同期比43.0％増）、財務活動の結果獲得した資金は、1,375,178千円（前事業年度－千円）と

なりました。 

   なお、キャッシュ・フローの詳細は、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2) キャッシュ・フロー」に

記載のとおりであります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当事業年度につきましては、総額217,155千円の設備投資を行いました。内訳としまして、有形固定資産では、オ

フィス移転に伴う建物附属設備60,964千円及び什器一式12,418千円、オンラインゲーム運用通信機器等16,960千円の

設備投資を行いました。また無形固定資産ではソフトウェアライセンス等72,479千円のライセンス取得を行いまし

た。 

２【主要な設備の状況】 

 当社における主要な設備は、以下のとおりであります。 

 （注）１．事業年度末現在、休止中の設備はありません。 

    ２. 上記の他、主要な賃借設備は次のとおりであります。 

３．上記の他、リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

    ４. 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設（平成18年12月31日現在） 

 (注) 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

(2) 重要な設備の除却等（平成18年12月31日現在） 

該当事項はありません。 

  平成18年12月31日現在

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額(千円) 
従業員数 
(人) 

建物 
工具器具及び
備品 

 ソフトウェア
 ソフトウェア
仮勘定 

 合計 

本社 

(東京都渋谷区) 
本社事務所 75,309 63,898 63,546 71,500 274,254 114 

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
年間賃借料 
(千円) 

摘 要 

本社 

(東京都渋谷区) 
建 物 71,249 賃 借 

名称 数量 リース期間 
年間リース料 
(千円) 

リース契約残高 
(千円) 

サーバ 

 (所有権移転外ファイナンス・リース) 
一式 ３年～５年 34,814 86,373 

事業所名 
(所在地) 

事業部門 設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手及び完了予定 

総額 
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了 

本社 

（東京都渋谷区）  

オンライン

ゲーム運営

部門 

ソフトウェア 326,000 20,000  自己資金 平成18.10 平成19.12 

－ 建物附属設備 50,000 －  自己資金 平成19.９ 平成19.12 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年３月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 284,800 

計 284,800 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成18年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年３月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 76,136 77,936 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
 － 

計 76,136 77,936 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

    旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成14年４月30日開催の臨時株主総会決議及び平成14年４月30日開催の取締役会決議に基づき平成14年５月１日

に発行した第１回新株予約権 

(注１) 退職等の理由により権利を喪失した者及び権利行使した者について、新株予約権の数及び新株予約権の目的と

なる株式の数を、それぞれ減じております。 

(注２) 新株予約権の目的となる株式の数の調整について 

 新株予約権を発行する日以降、当社が当社普通株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算

式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整す

るものとする。 

(注３) 新株予約権の行使に際して払い込みをなすべき額の調整について 

 発行日以降、次の（a）又は（b）の事由が生ずる場合、払込価額は、それぞれ次に定める算式により調整さ

れるものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。 

（a）当社普通株式の分割又は併合が行われる場合。 

（b）時価を下回る価額で当社普通株式につき新株を発行または自己株式を処分する場合。 

  
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個）   70(注１) 10(注１) 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 560(注１) 80(注１) 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 6,250 同左  

新株予約権の行使期間 
自：平成16年５月１日 

至：平成24年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   6,250 

資本組入額  3,125 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利付与日等、権利行使

の条件は株主総会決議及

び取締役会決議に基づ

き、当社と付与対象者と

の間で締結する契約書に

定めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

権利の譲渡、質入れその

他一切の処分をすること

ができないものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

 調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

時 価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



②平成15年10月３日開催の臨時株主総会決議及び平成15年10月３日開催の取締役会決議に基づき平成15年10月４日

に発行した第３回新株予約権 

(注１) 退職等の理由により権利を喪失した者及び権利行使した者について、新株予約権の数及び新株予約権の目的と

なる株式の数を、それぞれ減じております。 

(注２) 新株予約権の目的となる株式の数の調整について 

 新株予約権を発行する日以降、当社が当社普通株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算

式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

 また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整す

るものとする。 

(注３) 新株予約権の行使に際して払い込みをなすべき額の調整について 

 発行日以降、次の（a）又は（b）の事由が生ずる場合、払込価額は、それぞれ次に定める算式により調整さ

れるものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。 

（a）当社普通株式の分割又は併合が行われる場合。 

（b）時価を下回る価額で当社普通株式につき新株を発行又は自己株式を処分する場合。 

  
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個）   50(注１) －(注１) 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）   － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 400(注１) －(注１) 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 12,500 同左  

新株予約権の行使期間 
自：平成17年10月４日 

至：平成24年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   12,500 

資本組入額  6,250 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利付与日等、権利行使

の条件は株主総会決議及

び取締役会決議に基づ

き、当社と付与対象者と

の間で締結する契約書に

定めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

権利の譲渡、質入れその

他一切の処分をすること

ができないものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

 調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

時 価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



③平成15年10月３日開催の臨時株主総会決議及び平成16年８月18日開催の取締役会決議に基づき平成16年８月19日

に発行した第４回新株予約権 

(注１) 退職等の理由により権利を喪失した者及び権利行使した者について、新株予約権の数及び新株予約権の目的と

なる株式の数を、それぞれ減じております。 

(注２) 新株予約権の目的となる株式の数の調整について 

 新株予約権を発行する日以降、当社が当社普通株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算

式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

 また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整す

るものとする。 

(注３) 新株予約権の行使に際して払い込みをなすべき額の調整について 

 発行日以降、次の（a）又は（b）の事由が生ずる場合、払込価額は、それぞれ次に定める算式により調整さ

れるものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。 

（a）当社普通株式の分割又は併合が行われる場合。 

（b）時価を下回る価額で当社普通株式につき新株を発行又は自己株式を処分する場合。 

  
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個）   176(注１) 61(注１) 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,408(注１) 488(注１) 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 12,500 同左  

新株予約権の行使期間 
自：平成17年10月４日 

至：平成24年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   12,500 

資本組入額  6,250 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利付与日等、権利行使

の条件は株主総会決議及

び取締役会決議に基づ

き、当社と付与対象者と

の間で締結する契約書に

定めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

権利の譲渡、質入れその

他一切の処分をすること

ができないものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

時 価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



④平成17年７月15日開催の臨時株主総会決議及び平成17年７月15日開催の取締役会決議に基づき平成17年７月16日

に発行した第５回新株予約権 

(注１) 退職等の理由により権利を喪失した者について、新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を、そ

れぞれ減じております。 

(注２) 新株予約権の目的となる株式の数の調整について 

 新株予約権を発行する日以降、当社が当社普通株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算

式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

 また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整す

るものとする。 

(注３) 新株予約権の行使に際して払い込みをなすべき額の調整について 

 発行日以降、次の（a）又は（b）の事由が生ずる場合、払込価額は、それぞれ次に定める算式により調整さ

れるものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。 

（a）当社普通株式の分割又は併合が行われる場合。 

（b）時価を下回る価額で当社普通株式につき新株を発行又は自己株式を処分する場合。 

  
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個）  32(注１) 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  256(注１) 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 25,000 同左  

新株予約権の行使期間 
自：平成19年７月16日 

至：平成27年７月15日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   25,000 

資本組入額  12,500 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利付与日等、権利行使

の条件は株主総会決議及

び取締役会決議に基づ

き、当社と付与対象者と

の間で締結する契約書に

定めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

権利の譲渡、質入れその

他一切の処分をすること

ができないものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
1 

分割・併合の比率 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

時 価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



⑤平成17年８月17日開催の臨時株主総会決議及び平成17年８月17日開催の取締役会決議に基づき平成17年８月18日

に発行した第６回新株予約権 

(注１) 新株予約権の目的となる株式の数の調整について 

 新株予約権を発行する日以降、当社が当社普通株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算

式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

 また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整す

るものとする。 

(注２) 新株予約権の行使に際して払い込みをなすべき額の調整について 

 発行日以降、次の（a）又は（b）の事由が生ずる場合、払込価額は、それぞれ次に定める算式により調整さ

れるものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。 

（a）当社普通株式の分割又は併合が行われる場合。 

（b）時価を下回る価額で当社普通株式につき新株を発行又は自己株式を処分する場合。 

  
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 121 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 968 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 25,000 同左  

新株予約権の行使期間 
自：平成19年８月18日 

至：平成27年８月17日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   25,000 

資本組入額  12,500 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利付与日等、権利行使

の条件は株主総会決議及

び取締役会決議に基づ

き、当社と付与対象者と

の間で締結する契約書に

定めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

権利の譲渡、質入れその

他一切の処分をすること

ができないものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
1 

分割・併合の比率 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

時 価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



⑥平成17年７月15日開催の臨時株主総会決議及び平成17年12月21日開催の取締役会決議に基づき平成17年12月22日

に発行した第７回新株予約権 

(注１) 退職等の理由により権利を喪失した者について、新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数を、そ

れぞれ減じております。 

(注２) 新株予約権の目的となる株式の数の調整について 

 新株予約権を発行する日以降、当社が当社普通株式分割又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算

式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

 また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整す

るものとする。 

(注３) 新株予約権の行使に際して払い込みをなすべき額の調整について 

 発行日以降、次の（a）又は（b）の事由が生ずる場合、払込価額は、それぞれ次に定める算式により調整さ

れるものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げる。 

（a）当社普通株式の分割又は併合が行われる場合。 

（b）時価を下回る価額で当社普通株式につき新株を発行又は自己株式を処分する場合。 

  
事業年度末現在 

（平成18年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年２月28日） 

新株予約権の数（個） 20(注１) 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 160(注１) 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 25,000 同左  

新株予約権の行使期間 
自：平成19年12月22日 

至：平成27年12月21日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   25,000 

資本組入額  12,500 
同左 

新株予約権の行使の条件 

権利付与日等、権利行使

の条件は株主総会決議及

び取締役会決議に基づ

き、当社と付与対象者と

の間で締結する契約書に

定めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

権利の譲渡、質入れその

他一切の処分をすること

ができないものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
1 

分割・併合の比率 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

時 価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

(注１) 有償第三者割当 

割当先 ダイヤモンドキャピタル株式会社 ジャフコ・ジー８（エー）投資事業組合 

ジャフコ・ジー８（ビー）投資事業組合 他２社 

発行価格 100,000円  資本組入額 50,000円 

(注２) 有償第三者割当 

割当先 ソフトバンク・インターネットテクノロジーファンド２号 

    ソフトバンク・インターネットテクノロジーファンド３号 

発行価格 100,000円  資本組入額 50,000円 

(注３) 有償第三者割当 

割当先 ダイヤモンドキャピタル株式会社 

ソフトバンク・インターネットテクノロジーファンド２号 

発行価格 100,000円  資本組入額 50,000円 

(注４) 有償第三者割当 

割当先 株式会社ウェブゼン 

発行価格 120,000円  資本組入額 60,000円 

(注５) 有償第三者割当 

割当先 日興ニューウェイブ2001投資事業有限責任組合 

日興地域密着型産学官連携投資事業有限責任組合 

ＭＴＢＣ３号投資事業組合 他３社 

発行価格 150,000円  資本組入額 75,000円 

(注６) 有償第三者割当 

割当先 投資事業有限責任組合エヌアイエフグローバルファンド 

投資事業有限責任組合エヌアイエフ日米欧ブリッジファンド 

エヌ・アイ・エフベンチャーズ株式会社 

発行価格 150,000円  資本組入額 75,000円 

(注７) 株式分割（１：８）によるものであります。 

(注８) 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格    460,000円 

資本組入額   230,000円 

払込金総額  1,380,000千円 

年月日 
発行済株式 
総数増減数
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金 
増減額 
（千円） 

資本金残高 

（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 
（千円） 

平成14年７月５日 

(注１) 
1,000 5,000 50,000 250,000 50,000 50,000 

平成14年８月１日 

(注２) 
500 5,500 25,000 275,000 25,000 75,000 

平成15年４月12日 

(注３) 
1,000 6,500 50,000 325,000 50,000 125,000 

平成15年12月26日 

(注４) 
400 6,900 24,000 349,000 24,000 149,000 

平成16年２月19日 

(注５) 
1,400 8,300 105,000 454,000 105,000 254,000 

平成16年３月13日 

(注６) 
600 8,900 45,000 499,000 45,000 299,000 

平成18年６月15日 

(注７) 
62,300 71,200 － 499,000 － 299,000 

平成18年12月７日 

(注８) 
3,000 74,200 690,000 1,189,000 690,000 989,000 

平成18年１月１日～ 

平成18年12月31日  

(注９) 

1,936 76,136 7,975 1,196,975 7,975 996,975 



(注９) 新株予約権の行使によるものであります。  

(注10) 平成19年１月１日から平成19年２月28日の間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が1,800株、資本金

及び資本準備金が9,750千円それぞれ増加しております。  

  

(5）【所有者別状況】 

(6）【大株主の状況】 

  平成18年12月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
（株） 政府及び

地方公共
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数(人) － 6 26 84 10 12 7,926 8,064 － 

所有株式数

(株) 
－ 5,048 4,566 22,575 3,669 962 39,316 76,136 － 

所有株式数

の割合(％) 
－ 6.63 6.00 29.65 4.82 1.26 51.64 100.00 － 

  平成18年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

イー・サムスンジャパン株式会社 東京都渋谷区広尾一丁目１１番２号 20,492 26.91 

ソフトバンク・インターネット 

テクノロジー・ファンド２号 
東京都港区六本木一丁目６番１号 12,217 16.04 

株式会社ウェブゼン 
6F, Daelim Acrotel, 467-6, Dogok-

Dong, Kangnam-Gu, Seoul, Korea 
2,560 3.36 

日本証券金融株式会社（業務口） 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番１０号 2,557 3.35 

松井証券株式会社（一般信用口） 東京都千代田区麹町一丁目４番 1,960 2.57 

大阪証券金融株式会社（業務口） 大阪府大阪市中央区北浜二丁目４番６号 1,652 2.16 

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社 東京都中央区京橋二丁目１４番１号 1,300 1.70 

ソフトバンク・インターネット 

テクノロジー・ファンド３号 
東京都港区六本木一丁目６番１号 1,081 1.41 

日興ニューウェイブ2001 

投資事業有限責任組合 

東京都千代田区丸の内一丁目２番１号  

日興アントファクトリー株式会社内  
851 1.11 

日興地域密着型産学官連携 

投資事業有限責任組合 

東京都千代田区丸の内一丁目２番１号  

日興アントファクトリー株式会社内 
643 0.84 

計 － 45,313 59.51 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  保有期間等の確約を取得者と締結している株式の移動について 

   平成13年４月２日における当社設立に伴い当社普通株式を取得したイー・サムスンジャパン株式会社から、当該株

式が上場されるにあたって締結した募集及び売出しにかかる元引受契約締結日（平成18年11月30日）から６ヶ月間

は、当社株式を保有していただく旨の確約を得ております。 

   なお、当該株式について当該契約締結日から本報告書提出日までの間に、株式の移動は行われておりません。 

  平成18年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 76,136 76,136 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 76,136 － － 

総株主の議決権 － 76,136 － 

  平成18年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 

の割合 
（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21

の規定に基づき新株予約権を発行する方法によるものであり、その内容は、以下のとおりであります。 

①平成14年４月30日臨時株主総会に基づき、平成14年５月１日に付与 

(注) 平成19年２月28日現在の状況を記載しております。なお、新株予約権被付与者のうち、退職等により権利を喪失

した者及び権利行使した者の数を減じて記載しております。 

②平成15年10月３日臨時株主総会に基づき、平成16年８月19日に付与 

 (注) 平成19年２月28日現在の状況を記載しております。なお、新株予約権被付与者のうち、退職等により権利を喪失し

た者及び権利行使した者の数を減じて記載しております。 

決議年月日 平成14年４月30日 

付与対象者の区分及び人数（名） 元従業員１名(注) 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

決議年月日 平成15年10月３日 

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役 １名 従業員 17名(注) 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 



③平成17年７月15日臨時株主総会に基づき、平成17年７月16日に付与 

   (注) 平成19年２月28日現在の状況を記載しております。なお、新株予約権被付与者のうち、退職等により権利を喪失

した者の数を減じて記載しております。 

  

④平成17年８月17日臨時株主総会に基づき、平成17年８月18日に付与 

  (注) 平成19年２月28日現在の状況を記載しております。 

  

決議年月日 平成17年７月15日 

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役１名 従業員 18名(注) 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

決議年月日 平成17年８月17日 

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役 ３名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 



⑤平成17年７月15日臨時株主総会に基づき、平成17年12月22日に付与 

(注) 平成19年２月28日現在の状況を記載しております。なお、新株予約権被付与者のうち、退職等により権利を喪失

した者の数を減じて記載しております。 

決議年月日 平成17年７月15日 

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役２名 従業員 17名(注) 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

      該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

      該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

      該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

      該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、利益配分につきましては、今後の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を確保しつつ、当社

株式を保有して頂く株主に対する利益還元として、当社を取り巻く事業環境や業績に応じて適宜見直しを図りつ

つ、配当を実施していくことを基本方針としております。 

 当社における配当の決定機関は、期末配当については株主総会であります。また、中間配当を行う場合には、

「取締役会の決議により、毎年６月30日を基準日として、中間配当を行うことができる」旨定款に定めておりま

す。 

 当事業年度における配当金につきましては、上記方針に基づき、当期は１株当たり1,500円の配当を実施するこ

とに決定しました。この結果、当事業年度の配当性向は9.4％となりました。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応しつつ、既存事業の拡充や新規事業の展開

等、積極的な事業展開を図るために有効投資してまいりたいと考えております。 

 なお、当事業年度の剰余金の配当は以下のとおりとなります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

なお、平成18年12月８日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事

項はありません。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

なお、平成18年12月８日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事

項はありません。 

決議年月日 
配当金の総額 

（千円） 

1株当たり配当額 

（円） 

平成19年３月27日 

 定時株主総会決議  
114,204 1,500 

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 

決算年月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 平成18年12月 

最高（円） － － － － 657,000 

最低（円） － － － － 438,000 

月別 平成18年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） － － － － － 657,000 

最低（円） － － － － － 438,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（株） 

代表取締役 

社長 
  李 相燁  昭和42年９月24日生 

平成４年10月 株式会社JEUMEDIA入社 

平成12年10月 株式会社ワンクリック常務取締役

就任 

平成14年２月 当社入社 

平成14年６月 当社オンラインゲーム事業本部長 

平成16年８月 当社取締役就任 

平成17年４月 当社常務取締役就任 オンライン

事業本部長 

平成18年３月 当社専務取締役就任 オンライン

事業本部長 

平成19年２月 当社代表取締役社長就任(現任) 

(注３) 360 

取締役会長   鄭 起泳 昭和33年２月18日生

昭和62年９月 サムスン物産株式会社入社 

平成９年８月 日本サムスン株式会社入社 

平成12年６月 イー・サムスンジャパン株式会社

取締役就任 

平成12年９月 オープンタイドジャパン株式会社

監査役就任 

平成12年10月 インターピア株式会社取締役就任 

平成13年３月 株式会社アジアンカルチャーオー

ガナイズ取締役就任 

平成13年４月 当社取締役就任 

平成14年３月 株式会社アジアンカルチャーオー

ガナイズ代表取締役就任 

平成15年３月 オープンタイドジャパン株式会社

取締役就任 

平成15年11月 同社代表取締役就任 

平成17年４月 当社代表取締役就任 

平成17年５月 イー・サムスンジャパン株式会社

代表取締役就任 

平成18年３月 当社取締役会長就任(現任) 

(注３) 112 

取締役 
オンライン事業

本部長 
椎葉 忠志 昭和48年12月30日生

平成９年４月 テクモ株式会社入社 

平成13年12月 日本システム開発株式会社入社 

平成15年４月 当社入社 

平成17年４月 当社第２運営グループ長 

平成18年３月 当社取締役就任(現任) 

 オンライン事業副本部長 

平成18年８月 当社オンライン事業本部長(現任) 

(注３) 70 

取締役 経営管理本部長 今村 洋天 昭和49年10月９日生

平成９年４月 株式会社キングジム入社 

平成17年１月 当社入社 

平成17年７月 当社経営企画パート長兼総務人事

パート長 

平成18年１月 当社経営企画総務チーム長 

平成18年３月 当社取締役就任 経営管理本部長

(現任) 

(注３) － 

取締役   孔 正勲 昭和40年４月７日生

平成２年12月 サムスンＳＤＩ株式会社入社 

平成６年７月 サムスンＳＤＳ株式会社へ転籍 

平成12年３月 同社Venture Division課長 

平成15年７月 同社戦略企画チーム課長 

平成17年１月 同社経営支援室次長 

平成19年１月 同社戦略マーケティング室次長(現

任) 

平成19年３月 当社取締役就任(現任) 

(注４) － 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（株） 

常勤監査役   菅谷 和彦 昭和12年８月９日生

昭和36年４月 株式会社東芝入社 

平成８年６月 東芝ＦＡシステムエンジニアリン

グ株式会社代表取締役社長就任 

平成12年４月 徳島大学工学部非常勤講師(現任) 

平成12年６月 東芝ＩＴコントロールシステム株

式会社顧問 

平成17年12月 当社監査役就任(現任) 

平成18年４月 ジャパン・マーケット・インテリ

ジェンス株式会社監査役就任(現

任) 

(注５) － 

監査役   堀内 英紀 昭和18年１月21日生

昭和42年４月 伏見章公認会計士事務所横浜計算

センター入社 

昭和47年５月 株式会社ビジネスブレイン太田昭

和入社 

昭和49年９月 同社取締役就任 

昭和62年７月 同社常務取締役就任 

平成４年１月 同社専務取締役就任 

平成４年10月 株式会社ギャブコンサルティング

取締役社長就任 

平成７年４月 株式会社ビジネスブレイン太田昭

和代表取締役社長就任 

平成11年４月 Ernst & Young Consulting Japan

取締役就任 

平成12年４月 グローバルセキュリティエキスパ

ート株式会社代表取締役就任 

平成16年４月 ＮＰＯ法人オスカーアライアンス

会長就任(現任) 

 株式会社ベリングポイント顧問就

任(現任) 

 新日本監査法人コンサルティング

顧問就任 

 カール(CAPS)会長就任 

 株式会社ギャブコンサルティング

会長就任 

平成16年６月 BTD STUDIO株式会社監査役就任(現

任) 

平成17年１月 株式会社メディカルネットバンク

代表取締役社長就任 

平成17年12月 当社監査役就任(現任) 

平成18年２月 ＮＰＯ日本パスツール協会顧問就

任(現任) 

平成18年６月 株式会社メディカルネットバンク

代表取締役会長就任(現任) 

(注５) － 

 



(注１) 取締役 孔正勲は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

(注２) 監査役 菅谷和彦、堀内英紀及び永田金司は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

(注３) 平成18年３月30日開催の定時株主総会から、２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会の終結の時までであります。 

(注４) 平成19年３月27日開催の定時株主総会から、２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会の終結の時までであります。 

(注５) 平成17年12月22日開催の臨時株主総会から、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会終結の時までであります。 

(注６) 平成18年３月30日開催の定時株主総会から、４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会終結の時までであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（株） 

監査役   永田 金司 昭和20年12月28日生

昭和39年４月 東京国税局入庁 

 国税調査官、国税実査官等を歴任 

昭和58年７月 国税庁入庁 

 直税部法人税課企画専門官、渋谷

税務署副署長、 

 国税不服審判所国税審査官、武蔵

野税務署長、 

 国税不服審判所第四部長審判官、

新宿税務署長等を歴任 

平成16年８月 税理士登録 

平成17年６月 株式会社エアリス取締役(現任) 

平成18年３月 当社監査役就任(現任) 

平成18年７月 株式会社インスタイル監査役(現

任) 

(注６) － 

計   542 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

  当社では、コンプライアンスを基本とした健全性の確保と、企業価値の最大化を図ることが経営の最重要課題で

あると考えております。その実現に向け、透明性が高く、かつ柔軟性に優れた組織及びシステムを構築し、株主並

びに社会に対する責務を果たしていくという認識のもと、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでおりま

す。 

(2) 会社の機関の内容 

  ①取締役・取締役会 

当社では、迅速な意思決定及び業務責任の明確化を目的として５名(平成19年３月28日現在)の取締役がその任

にあたっております。 

 取締役会は取締役全員で構成されており、原則として毎月１回の定時取締役会を開催するほか、必要に応じて

臨時取締役会が開催されております。 

  ②監査役会 

当社では監査役会制度を採用しており、常勤監査役１名、非常勤監査役２名の合計３名の監査役（全員が社外

監査役）がその任にあたっております。当社は、監査役業務を円滑かつ効率的に実施することの重要性を鑑

み、監査役会を設置しております。監査役は、コーポレート・ガバナンス強化のため、取締役会への出席を始

めとし、取締役の業務全般の監査を実施しております。また、会計監査人・内部監査部門と連携し、会計監査

及び業務監査を行っております。 

  ③会計監査人 

当社は、みすず監査法人に会計監査を委嘱しております。みすず監査法人は、会計監査人として独立の立場か

ら財務諸表等に対する意見を表明しております。 

当社の経営監視、業務執行体制及び内部監査の仕組みは次のとおりであります。 



(3) 内部監査システムの整備状況 

内部監査は社長直轄の組織である社長室が担当しており（人員１名）、全部門対象の内部監査を実施しておりま

す。内部監査の担当者は、内部監査計画を作成し、それに基づき各部門への実査、ヒアリングによる内部監査を行

い、結果を代表取締役社長へ報告しております。また、各部門へも同様に結果を報告し、改善すべき事項があった

場合には、改善指摘事項回答書を提出させ、改善状況の確認を行っております。 

社長室が実施する内部監査は、コンプライアンスに基づく組織運営の健全性とリスク管理に重点を置いて行って

おります。なお、社長室の内部監査につきましては経営企画チームが担当しております。 

内部監査、監査役監査及び会計監査は、相互に連携をとりながら効率的な監査の実施に努めております。 

(4) リスク管理体制の整備状況 

当社におけるリスク管理の統括は経営企画チームが担当しております。社員に対しては個人情報保護をはじめと

する情報セキュリティに関する教育、指導を行っており、コンプライアンスに関する周知徹底を図っております。

また不正アクセスをはじめとするシステムトラブルリスクに対しては、システム管理本部を担当として、24時

間のサーバ監視体制の構築、セキュリティ対策ソフト及びシステムの積極的な導入によって対応しております。 

(5) 役員報酬の内容 

当社の取締役及び監査役に対する報酬の内容は次のとおりであります。 

(注１) 期末日現在の取締役の人数は６名でありますが、このうち１名は無報酬の社外取締役であります。 

(注２) 取締役に支払った報酬のうち、使用人兼務取締役の使用人給与相当額（賞与を含む）は27,282千円であ

ります。 

(注３) 取締役及び監査役に対する報酬には、事業年度中に役員賞与引当金として費用処理した70,000千円を含

んでおります。 

(6) 監査報酬の内容 

当社がみすず監査法人と締結した監査契約に基づく報酬の内容は次のとおりであります。 

(注) 中央青山監査法人は、平成18年９月１日付でみすず監査法人に名称を変更しております。 

(7) 会計監査の状況 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は小林茂夫及び藤原道夫であり、ともにみすず監査法人に所属してお

ります。また当社の会計監査業務に係る補助者は公認会計士４名、会計士補８名、その他６名であります。 

(注) 中央青山監査法人は、平成18年９月１日付でみすず監査法人に名称を変更しております。 

(8) 社外取締役との関係 

本報告書提出日現在、当社の社外取締役は孔正勲１名であります。同取締役は平成19年３月に当社の社外取締役

に就任しておりますが、就任までの間に当社との雇用関係は一切ありません。また、同取締役は本報告書提出日現

在、当社との資本的関係はありません。なお、同取締役は当社株主であるイー・サムスンジャパン株式会社の資本

上位会社であります韓国のサムスンＳＤＳ株式会社に在籍しております。 

(9) 社外監査役との関係 

当社は社外監査役３名を招聘しており、各監査役は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を満たして

おります。なお、３名ともに当社との利害関係はありません。 

  支給人員 金額 

取締役 ６名 178,027千円 

監査役 ３名 22,200千円 

合計 ９名 200,227千円 

  
金額 

公認会計士法第２条第１項に

規定する業務に基づく報酬 
16,600千円 

上記以外の報酬 －千円 

合計 16,600千円 



(10) 取締役の定数 

当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。 

(11) 取締役の選任及び解任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。 

(12) 自己の株式の取得の決定機関 

当社は、会社法第165条第２項の規定により、株主総会の決議によらず取締役会の決議をもって、自己の株式の

取得をすることができる旨定款に定めております。これは、自己の株式の取得を取締役会の権限とすることによ

り、機動的な資本政策を行うことを目的とするものであります。 

(13) 中間配当の決定機関 

当社は、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当金）について、株主総会の決議によらず取締役

会の決議により定められる旨定款に定めております。これは、中間配当の決定機関を取締役会とすることによ

り、当社を取り巻く事業環境や業績に応じて、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものでありま

す。 

(14) 株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 ただし、前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）及

び当事業年度（平成18年１月１日から平成18年12月31日まで）の財務諸表について、みすず監査法人（平成18年９月

１日より、中央青山監査法人から名称変更）により監査を受けております。 

 なお、前事業年度に係る監査報告書は、平成18年11月８日提出の有価証券届出書に添付されたものによっておりま

す。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  782,780 3,742,385 

２．売掛金  582,316 998,015 

３．仕掛品  336 － 

４．貯蔵品  － 2,618 

５．前渡金  872 37,195 

６．前払費用  7,636 21,543 

７．繰延税金資産  14,580 109,643 

８．その他  889 13,348 

流動資産合計  1,389,413 87.0 4,924,749 90.0

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1）建物  16,663 81,754   

減価償却累計額  2,005 14,658 6,445 75,309 

(2）工具器具及び備品  46,912 82,599   

減価償却累計額  14,499 32,413 18,700 63,898 

有形固定資産合計  47,071 3.0 139,208 2.6

２．無形固定資産    

(1）商標権  3,261 6,501 

(2）ソフトウェア  61,700 135,046 

無形固定資産合計  64,962 4.1 141,547 2.6

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券  49,749 54,233 

(2）長期前払費用  － 419 

(3）繰延税金資産  878 － 

(4）敷金保証金  44,320 209,036 

投資その他の資産合計  94,948 5.9 263,690 4.8

固定資産合計  206,982 13.0 544,445 10.0

資産合計  1,596,395 100.0 5,469,195 100.0 

     
 



    
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金 ※１ 206,231 350,990 

２．未払金 120,611 411,236 

３．未払費用 12,482 17,923 

４．未払法人税等 161,750 901,669 

５．未払消費税等 74,864 134,006 

６．前受金 3,985 8,606 

７．預り金 22,467 39,479 

８．役員賞与引当金 － 70,000 

９．その他 － 60 

流動負債合計 602,393 37.7 1,933,972 35.4

Ⅱ 固定負債   

１．繰延税金負債   － 46 

固定負債合計 － － 46 0.0

負債合計 602,393 37.7 1,934,019 35.4

    

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※２ 499,000 31.3 － －

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金 299,000 －   

資本剰余金合計 299,000 18.7 － －

Ⅲ 利益剰余金   

１．当期未処分利益 195,573 －   

利益剰余金合計 195,573 12.3 － －

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金 

429 0.0 － －

資本合計 994,002 62.3 － －

負債資本合計 1,596,395 100.0 － － 

    
 



    
前事業年度 

（平成17年12月31日） 
当事業年度 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１．資本金  － － 1,196,975 21.9

２．資本剰余金    

(1）資本準備金  － 996,975   

資本剰余金合計  － － 996,975 18.2

３．利益剰余金    

(1）その他利益剰余金    

繰越利益剰余金  － 1,338,137   

利益剰余金合計  － － 1,338,137 24.5

株主資本合計  － － 3,532,087 64.6

Ⅱ 評価・換算差額等    

１．その他有価証券評価 
差額金 

 － － 3,088 0.0

評価・換算差額等合計  － － 3,088 0.0

純資産合計  － － 3,535,176 64.6

負債純資産合計  － － 5,469,195 100.0

     



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 2,697,704 100.0 5,881,096 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１ 650,372 24.1 1,414,718 24.1

売上総利益 2,047,331 75.9 4,466,377 75.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．広告宣伝費 169,211 458,105   

２．給料手当 273,817 466,671   

３．賞与 69,546 138,306   

４．役員賞与引当金繰入額 － 70,000   

５．法定福利費 42,392 75,509   

６．支払手数料 350,672 625,547   

７．通信費 81,335 51,957   

８．地代家賃 48,873 114,176   

９．減価償却費 11,219 22,599   

10．その他 ※２ 166,581 1,213,652 45.0 383,084 2,405,957 40.9

営業利益 833,679 30.9 2,060,419 35.0

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息 2 143   

２．販売支援料 － 14,749   

３．その他 0 2 0.0 867 15,759 0.3

Ⅴ 営業外費用   

１．株式交付費   － 20,771   

２．株式上場費用 － － － 35,032 55,804 0.9

経常利益 833,681 30.9 2,020,374 34.4

Ⅵ 特別損失   

１．固定資産除却損 ※３ － － － 4,535 4,535 0.1

税引前当期純利益 833,681 30.9 2,015,838 34.3

法人税、住民税 
及び事業税 

153,942 969,237   

法人税等調整額 △15,753 138,189 5.1 △95,962 873,274 14.9

当期純利益 695,492 25.8 1,142,564 19.4

前期繰越損失 499,918   

当期未処分利益 195,573   

    



売上原価明細書 

   
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 
構成比 
（％） 

金額(千円) 
構成比 
（％） 

Ⅰ 支払ロイヤリティ等  608,413 93.5 1,380,526 97.6

Ⅱ 外注制作費  16,341 2.5 14,262 1.0

Ⅲ 減価償却費  25,617 4.0 19,929 1.4

売上原価合計   650,372 100.0 1,414,718 100.0 



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計
資本準備金 

 その他利益  

資本剰余金 剰余金 利益剰余金 

合計 繰越利益 合計 

 剰余金  

平成17年12月31日残高（千円） 499,000 299,000 299,000 195,573 195,573 993,573 

事業年度中の変動額       

新株の発行 697,975 697,975 697,975   1,395,950 

当期純利益    1,142,564 1,142,564 1,142,564 

  株主資本以外の項目の事業年度中の変動額  

（純額） 
      

事業年度中の変動額合計（千円） 697,975 697,975 697,975 1,142,564 1,142,564 2,538,514 

平成18年12月31日残高（千円） 1,196,975 996,975 996,975 1,338,137 1,338,137 3,532,087 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成17年12月31日残高（千円） 429 429 994,002 

事業年度中の変動額    

新株の発行   1,395,950 

当期純利益   1,142,564 

  株主資本以外の項目の事業年度中の変動額   

（純額） 
2,659 2,659 2,659 

事業年度中の変動額合計（千円） 2,659 2,659 2,541,173 

平成18年12月31日残高（千円） 3,088 3,088 3,535,176 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

   

税引前当期純利益  833,681 2,015,838 

減価償却費  36,837 42,529 

営業権償却  180 － 

商標権償却  400 568 

長期前払費用償却  － 120 

役員賞与引当金の増加  － 70,000 

株式交付費  － 20,771 

固定資産除却損  － 4,535 

受取利息  △2 △143 

売上債権の増減額  △364,278 △411,077 

たな卸資産の増減額  △336 △2,281 

仕入債務の増減額  124,990 144,759 

未払金の増減額  59,221 145,505 

未払消費税等の増減額  49,104 59,142 

その他資産の増減額  △6,274 △63,939 

その他負債の増減額  22,819 25,738 

その他  7,807 7,465 

小計  764,150 2,059,532 

利息の受取額  2 143 

法人税等の支払額  △530 △236,783 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 763,623 1,822,892 

 



  
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

   

有形固定資産の取得 
による支出 

 △45,419 △20,103 

無形固定資産の取得 
による支出 

 △51,237 △53,105 

投資有価証券の取得 
による支出 

 △49,025 － 

長期前払費用の取得 
による支出 

 － △540 

敷金保証金の差入れ 
による支出 

 △21,662 △164,910 

敷金保証金の返還 
による収入 

 640 194 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △166,705 △238,465 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

   

株式の発行による収入  － 1,375,178 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 － 1,375,178 

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
係る換算差額 

 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額 

 596,918 2,959,605 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 185,862 782,780 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
期末残高 

※１ 782,780 3,742,385 

     



⑤【利益処分計算書】 

    
前事業年度 
株主総会承認日 
(平成18年３月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益     195,573 

Ⅱ 次期繰越利益     195,573 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．有価証券の評価基準 

及び評価方法 

(1) その他有価証券 

  時価のないもの 

  移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(1) その他有価証券 

 同左 

  

２．たな卸資産の評価基準 

及び評価方法 

(1) 仕掛品 

  個別法による原価法を採用しており 

ます。 

(1)          ―――――  

  

   (2)          ―――――  

  

  

(2) 貯蔵品  

   最終仕入原価法による原価法を採用

しております。 

３．固定資産の減価償却の 

方法 

(1) 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物         ３～５年 

  工具器具及び備品   ３～６年 

また、取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、３年均等償却

を行っております。 

(1) 有形固定資産 

定額法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物         ３～18年 

  工具器具及び備品   ３～20年 

また、取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、３年均等償却

を行っております。 

 (2) 無形固定資産 

①営業権 

５年均等償却を行っております。 

(2) 無形固定資産 

①       ―――――  

  

   ②ソフトウェア 

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法、市場販売目的の

ソフトウェアについては、見込販売収

益に基づく償却額と残存有効期間（３

年）に基づく均等配分額を比較し、い

ずれか大きい金額を計上する方法によ

っております。 

     ②ソフトウェア 

         同左 

   ③その他の無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

③その他の無形固定資産   

同左  

 (3)          ―――――  

  

 (3) 長期前払費用  

  定額法を採用しております。  

４．繰延資産の処理方法 (1)          ―――――  

  

  

  

(1) 株式交付費 

   支出時に全額費用処理しておりま 

  す。 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

 なお、当事業年度においては、過去

の貸倒実績及び回収不能と見込まれる

債権残高がないため、計上しておりま

せん。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2)          ―――――  

  

  

(2) 役員賞与引当金  

   役員に対して支給する賞与の支出に 

 充てるため、支給見込額に基づき計上 

 しております。 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
   至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
   至 平成18年12月31日) 

    ―――――  （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、3,535,176千

円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。  

  

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第

４号）を適用しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が70,000千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、

70,000千円減少しております。  



表示方法の変更 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
   至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
   至 平成18年12月31日) 

（損益計算書） 

前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に

含めておりました「賞与」は、販売費及び一般管理費の

総額の100分の５を超えたため区分掲記しました。 

 なお前事業年度における「賞与」の金額は18,310千円

であります。 

――――― 

  

  

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
 至 平成18年12月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形標準課税が導入さ

れたことに伴い、当事業年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 

実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が7,807千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、7,807千円

減少しております。 

 ――――― 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年12月31日） 

当事業年度 
（平成18年12月31日） 

※１．関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

買掛金      137,612千円 

※１．関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

買掛金      214,284千円 

    

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２.             ―――――  

授権株式数 普通株式 32,000株 

発行済株式総数 普通株式 8,900株 

      

      

３．配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は429千円であ

ります。 

３.             ―――――  

  

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

※１.             ――――― 

  

  

  

※２.             ――――― 

  

  

  

※３.             ――――― 

  

※１．関係会社に対するものが、次のとおり含まれてお 

  ります。 

     仕入高        834,183千円 

  

※２．研究開発費の総額 

  販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 

                 2,864千円 

  

※３．固定資産除却損は、建物515千円、工具器具及び備 

  品4,020千円であります。 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加67,236株は、平成18年６月15日付けで１株につき８株の株式分割を行ったこと 

      による増加62,300株、及び、公募による新株式発行を実施したことによる増加3,000株、ストック・オプション 

      としての新株予約権の権利行使による増加1,936株によるものであります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

        該当事項はありません。 

  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  
前事業年度末 
  株式数（株） 

当事業年度増加 
   株式数（株） 

当事業年度減少 
   株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注） 8,900 67,236 － 76,136 

合計 8,900 67,236 － 76,136 

新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当事業年度末
残高 
（千円） 前事業年度末 当事業年度増加 当事業年度減少 当事業年度末 

ストック・オプショ

ンとしての新株予約

権 

－ － － － － － 

 合計 － － － － － － 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年３月27日 

定時株主総会 
普通株式 114,204  利益剰余金 1,500 平成18年12月31日 平成19年３月28日



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日  
   至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
    至 平成18年12月31日)  

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成17年12月31日現在） （平成18年12月31日現在） 

現金及び預金勘定    782,780千円 現金及び預金勘定    3,742,385千円 

現金及び現金同等物   782,780千円 現金及び現金同等物   3,742,385千円 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
  至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
   至 平成18年12月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

100,670 36,063 64,606 

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額 
相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

121,624 37,692 83,931

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 22,496千円

１年超 42,701千円

合計 65,197千円

１年内 34,522千円

１年超 51,851千円

合計 86,373千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 20,715千円

減価償却費相当額 19,199千円

支払利息相当額 2,077千円

支払リース料 34,814千円

減価償却費相当額 31,941千円

支払利息相当額 4,734千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

５．利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

 ５．利息相当額の算定方法 

              同左 

              

  

  

  

 （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 

  



（有価証券関係） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

前事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

当社は、退職金制度がありませんので、該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

当社は、退職金制度がありませんので、該当事項はありません。 

  
前事業年度  

 （平成17年12月31日） 
当事業年度 

 （平成18年12月31日） 

  貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券     

    非上場株式 49,749 54,233 



（ストック・オプション等関係） 

第６期（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

  
第１回 
平成14年  

ストック・オプション 

第２回 
平成14年 

ストック・オプション  

第３回 
平成15年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 
取締役   ３名 

従業員    12名 
従業員     １名 

取締役    １名 

従業員     30名 

ストック・オプション数（注） 普通株式 2,040株 普通株式   80株 普通株式 1,448株 

付与日 平成14年５月１日 平成14年５月10日 平成15年10月４日 

権利確定条件 
当社の株式が上場されて

いること。 

当社の株式が上場されて

いること。 

権利行使時において付与

対象者が退職していない

こと。また、当社の株式

が上場されていること。 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはあ

りません。 

対象勤務期間の定めはあ

りません。 

自：平成15年10月４日 

至：平成18年12月７日 

権利行使期間 
自：平成18年12月８日 

至：平成24年３月31日 

自：平成18年12月８日 

至：平成24年３月31日 

自：平成18年12月８日 

至：平成24年３月31日 

  
第４回 
平成15年 

ストック・オプション 

第５回 
平成17年 

ストック・オプション 

第６回 
平成17年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 従業員    45名 従業員    22名 取締役    ３名 

ストック・オプション数（注） 普通株式 1,600株 普通株式  280株 普通株式  968株 

付与日 平成16年８月19日 平成17年７月16日 平成17年８月18日 

権利確定条件 

権利行使時において付与

対象者が退職していない

こと。また、当社の株式

が上場されていること。 

権利行使時において付与

対象者が退職していない

こと。また、当社の株式

が上場されていること。 

権利行使時において付与

対象者が退職していない

こと。また、当社の株式

が上場されていること。 

対象勤務期間 
自：平成16年８月19日 

至：平成18年12月７日 

自：平成17年７月16日 

至：平成19年７月15日 

自：平成17年８月18日 

至：平成19年８月17日 

権利行使期間 
自：平成18年12月８日 

至：平成24年３月31日 

自：平成19年７月16日 

至：平成27年７月15日 

自：平成19年８月18日 

至：平成27年８月17日 



 (注)平成18年６月15日付をもって１株につき８株の株式分割を行っており、上記ストック・オプション数は、分割後の

株数で記載しております。 

  
第７回 
平成17年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び数 従業員    20名 

ストック・オプション数（注） 普通株式  168株 

付与日 平成17年12月22日 

権利確定条件 

権利行使時において付与

対象者が退職していない

こと。また、当社の株式

が上場されていること。 

対象勤務期間 
自：平成17年12月22日 

至：平成19年12月21日 

権利行使期間 
自：平成19年12月22日 

至：平成27年12月21日 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。  

① ストック・オプションの数 

   
第１回 
平成14年  

ストック・オプション 

第２回 
平成14年  

ストック・オプション 

第３回 
平成15年  

ストック・オプション 

権利確定前 （株）       

前事業年度末   1,800 80 1,016 

付与   － － － 

失効   － － － 

権利確定   1,800 80 1,016 

未確定残   － － － 

権利確定後 （株）       

前事業年度末   － － － 

権利確定   1,800 80 1,016 

権利行使   1,240 80 616 

失効   － － － 

未行使残   560 － 400 

   
第４回 
平成15年  

ストック・オプション 

第５回 
平成17年  

ストック・オプション 

第６回 
平成17年  

ストック・オプション 

権利確定前 （株）       

前事業年度末   1,408 264 968 

付与   － － － 

失効   － 8 － 

権利確定   1,408 － － 

未確定残   － 256 968 

権利確定後 （株）       

前事業年度末   － － － 

権利確定   1,408 － － 

権利行使   － － － 

失効   － － － 

未行使残   1,408 － － 



(注)平成18年６月15日付をもって１株につき８株の株式分割を行っており、上記ストック・オプションの数は、分割後の

株数で記載しております。  

  

② 単価情報 

   
第７回 
平成17年  

ストック・オプション 

権利確定前 （株）   

前事業年度末   168 

付与   － 

失効   8 

権利確定   － 

未確定残   160 

権利確定後 （株）   

前事業年度末   － 

権利確定   － 

権利行使   － 

失効   － 

未行使残   － 

    
第１回 
平成14年 

ストック・オプション 

第２回 
平成14年 

ストック・オプション 

第３回 
平成15年 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 6,250 6,250 12,500 

行使時平均株価 （円） 505,125 505,125 505,125 

公正な評価単価（付与日） （円） － － － 

    
第４回 
平成15年 

ストック・オプション 

第５回 
平成17年 

ストック・オプション 

第６回 
平成17年 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 12,500 25,000 25,000 

行使時平均株価 （円） － － － 

公正な評価単価（付与日） （円） － － － 

    
第７回 
平成17年 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 25,000 

行使時平均株価 （円） － 

公正な評価単価（付与日） （円） － 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
    至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
 （自 平成18年１月１日  
至 平成18年12月31日) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産（流動） （千円）

未払事業税 14,580

繰延税金資産（流動）合計 14,580

繰延税金資産（固定）  

減価償却超過額 1,173

繰延税金資産（固定）合計 1,173

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △294

繰延税金負債（固定）合計 △294

繰延税金資産（固定）の純額 878

繰延税金資産（流動） （千円）

未払事業税 67,913

課金調整額 33,572

その他 8,157

繰延税金資産（流動）合計 109,643

繰延税金資産（固定）  

減価償却超過額 2,073

繰延税金資産（固定）合計 2,073

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △2,119

繰延税金負債（固定）合計 △2,119

繰延税金負債（固定）の純額 46

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等永久に損金に算入 

されない項目 

0.8

繰越欠損金の使用 △23.6

住民税均等割 0.1

IT投資減税 △1.0

その他 △0.4

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率 16.6

  （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等永久に損金に算入 

されない項目 

2.1

更正による納付額 0.4

住民税均等割 0.1

その他 0.0

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率 43.3



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 (注) 取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．賃借保証は、当社が賃借している本社事務所に対する連帯保証であります。 

    ２．サムスン電子株式会社は、イー・サムスンジャパン株式会社の親会社であります。 

    ３．ロイヤリティの支払いについては、一般取引条件と同様に決定しております。 

(2）役員及び個人主要株主等 

 (注) 取引金額には消費税等は含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

    １．近藤早利氏は当社の顧問弁護士であり、通常の取引条件を勘案して報酬額を決定しております。 

２．近藤早利氏は平成17年12月22日付で、当社監査役を退任しております。 

当事業年度（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 (注) 取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．ロイヤリティの支払いについては、一般取引条件と同様に決定しております。 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 

事業の内容
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の 

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 

イー・ 

サムスン

ジャパン

株式会社 

東京都 

渋谷区  

1,920,000 

千円 
持株会社 

(被所有) 

直接 40.9 
役員２名 なし 賃借保証 ― ― ― 

親会社 

サムスン

電子 

株式会社 

韓国 

京畿道 

水原市 

8,975.14 

億ウォン 

各種電子製

品・半導体

製品等の製

造販売事業 

(被所有) 

間接 40.9 
なし なし 

ロイヤリティ

の支払 
338,588 買掛金 137,612 

属性 氏名 住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等 
の所有 

(被所有)割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の 

兼任等 
事業上
の関係 

役員 近藤早利 ― ― 
当 社 

監査役 
― ― なし 

弁護士報酬の

支払 
1,261 ― ― 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金又 

は出資金 

事業の内容

又は職業 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合 

（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高

(千円) 役員の 

兼任等 

事業上

の関係 

その他

の関係

会社 

サムスン

電子 

株式会社 

韓国 

京畿道 

水原市 

8,975.14 

億ウォン 

各種電子製

品・半導体

製品等の製

造販売事業 

(被所有) 

間接 26.9 
なし なし 

ロイヤリティ

の支払 
834,183 買掛金 214,284 



（１株当たり情報） 

 (注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

前事業年度 
 （自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり純資産額 111,685円69銭 

１株当たり当期純利益金額 78,145円23銭 

１株当たり純資産額 46,432円38銭 

１株当たり当期純利益金額 15,979円47銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、新株予約権の残高はありますが、当社株式

は非上場であり、期中平均株価が把握できませんので

記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額          14,885円13銭 

   当社は、平成18年６月15日付で株式１株につき８株

の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した

場合の前事業年度における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 

  １株当たり純資産額 13,960円71銭 

１株当たり当期純利益金額 9,768円15銭 

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、新株予約権の残高はありますが、当社株式

は非上場であり、期中平均株価が把握できませんので

記載しておりません。 

  
前事業年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 695,492 1,142,564 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 695,492 1,142,564 

期中平均株式数（株） 8,900 71,502 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） － 5,257 

（うち新株予約権（株））  （－）  （5,257） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

第１回新株予約権 

 (新株予約権の数 225個) 

第２回新株予約権 

 (新株予約権の数  10個) 

第３回新株予約権 

 (新株予約権の数 127個) 

第４回新株予約権 

 (新株予約権の数 176個) 

第５回新株予約権 

 (新株予約権の数  33個) 

第６回新株予約権 

 (新株予約権の数 121個) 

第７回新株予約権 

 (新株予約権の数  21個) 

 ―――――   



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

株式分割について 

   平成18年５月29日開催の取締役会決議により、次のと 

 おり株式分割による新株式の発行を行っております。 

   ―――――   

  

(a) 平成18年６月15日付をもって普通株式１株につき８

株に分割 

①分割により増加する株式数 普通株式 62,300株 

  

  

②分割方法 平成18年６月14日最終の株主名簿に記

載又は記録された株主の所有株式を、

１株に付き８株の割合をもって分割 

  

(b) 配当起算日 平成18年１月１日   

  当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前 

 期における１株当たり情報及び当期首に行われたと仮定 

 した場合の当期における１株当たり情報は、それぞれ以 

 下のとおりとなります。 

  

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 

4,186円53銭 

１株当たり純資産額 

13,960円71銭 

１株当たり当期純利益 

486円52銭 

１株当たり当期純利益 

9,768円15銭 

 なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金

額については、新株予約

権の残高はありますが、

当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握

できませんので記載して

おりません。 

 なお、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金

額については、新株予約

権の残高はありますが、

当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握

できませんので記載して

おりません。 

 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【有形固定資産等明細表】 

 (注) 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

           （1）有形固定資産 

        建物              新オフィス内装一式              60,964千円 

        

 （2）無形固定資産 

                ソフトウェア    オンラインゲーム用ソフトウェア             72,479千円 

                 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

投資 

有価証券 

その他 

有価証券 

銘柄 株式数(株) 
貸借対照表計上額 
（千円） 

株式会社リザードインタラクティブ 27,470 54,233 

計 27,470 54,233 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末 
残高 
（千円） 

有形固定資産               

建物 16,663 65,796 705 81,754 6,445 4,630 75,309 

工具器具及び備品 46,912 48,194 12,507 82,599 18,700 12,688 63,898 

有形固定資産計 63,576 113,990 13,213 164,353 25,145 17,318 139,208 

無形固定資産               

商標権 3,994 3,807 － 7,801 1,300 568 6,501 

ソフトウェア 129,182 99,356 800 227,738 92,692 25,210 135,046 

無形固定資産計 133,176 103,164 800 235,540 93,992 25,778 141,547 

長期前払費用 － 540 － 540 120 120 419 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【引当金明細表】 

区分 前期末残高 当期増加額 
当期減少額 

(目的使用) 

当期減少額 

(その他) 
当期末残高 

 役員賞与引当金 (千円) － 70,000 － － 70,000 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

(イ) 相手先別内訳 

(ロ) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

③ 貯蔵品 

区分 金額（千円） 

現金 702 

預金   

普通預金 3,741,683 

合計 3,742,385 

相手先 金額（千円） 

ＳＢＩベリトランス㈱ 974,727 

㈱テクノブラッド 4,821 

ＮＥＣビックローブ㈱ 3,999 

ニフティ㈱ 3,044 

デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム㈱ 2,047 

その他 9,374 

合計 998,015 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

582,316 6,181,073 5,765,374 998,015 85.2 46.6 

品目 金額（千円） 

切手 1,817 

その他 800 

合計 2,618 



④ 買掛金 

⑤ 未払金 

⑥ 未払法人税等 

相手先 金額（千円） 

サムスン電子㈱ 214,284 

㈱リザードインタラクティブ 61,103 

㈱ウェブゼン 42,217 

㈱Ｊｏｙｍａｘ 21,618 

㈱Ｈｉ－ＷＩＮ 10,000 

その他 1,766 

合計 350,990 

相手先 金額（千円） 

ＳＢＩベリトランス㈱ 88,761 

東急不動産㈱ 64,706 

デル㈱ 32,208 

富士ビジネス㈱ 30,132 

㈱Ｗｉｎｄｙ Ｓｏｆｔ 30,000 

その他 165,426 

合計 411,236 

区分 金額（千円） 

法人税 606,110 

住民税 128,696 

事業税 166,862 

合計 901,669 



(3）【その他】 

  該当事項はありません。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 １月１日から12月31日まで 

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内 

基準日 12月31日 

株券の種類 
１株券、10株券及び100株券 

ただし、必要に応じて他の種類の株券を発行する。 

剰余金の配当の基準日 
６月30日 

12月31日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社   本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 該当事項はありません。 

株主名簿管理人 該当事項はありません。 

取次所 該当事項はありません。 

買取手数料 該当事項はありません。 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

 平成18年11月８日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成18年11月21日及び平成18年11月30日関東財務局長に提出。 

 平成18年11月８日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

(3）臨時報告書 

 平成19年２月５日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に基づく臨時報告書(代表取締役の異動)であり

ます。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年１１月７日

株 式 会 社 ゲ ー ム オ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ゲームオン

の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッ

シュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ゲームオン

の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年６月１５日に、株式分割による新株式の発行を行っている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 茂 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 原 道 夫 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成19年3月27日

株 式 会 社 ゲ ー ム オ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ゲームオン

の平成18年1月1日から平成18年12月31日までの第6期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ゲームオン

の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 茂 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 原 道 夫 
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